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第３章 サーベイランス

第１節 準備期
＜目的＞
本章でいう「サーベイランス」とは、感染症の予防と対策に迅速に還元するた

め、新型インフルエンザ等の発生時に患者の発生動向や海外からの病原体の流入
等を体系的かつ統一的な手法で、持続的かつ重層的に収集・分析を行う取組等を
いう。
新型インフルエンザ等への対策を適時適切に実施するためには、国が海外での

新型インフルエンザ等の発生の迅速な察知、発生状況やウイルスの特徴等につい
ての速やかな情報収集・情報分析を行う一方で、都においては地域における発生
状況の迅速な把握や必要な対策を実施した上で、その結果を評価することが大切
である。そのためには、平時からサーベイランス体制を確立し、情報を速やかに
収集・分析することが重要である。
このため、平時からサーベイランスシステムやあらゆる情報源の活用により、

感染症の異常な発生を早期に探知するとともに、都内の新型インフルエンザ等の
発生状況、患者の発生動向の推移、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染
性、薬剤感受性等）、臨床像等の情報を収集する。これらの情報を踏まえ、リス
ク評価や感染症危機管理上の意思決定につなげる。

実施体制
① 国は、平時から感染症の発生動向等を都道府県等が把握できるよう、指定届

出機関 からの患者報告や、ＪＩＨＳや地方衛生研究所等からの病原体の検出
状況やゲノム情報等の報告がなされる体制を整備する。また、国は、ＪＩＨＳ
と連携し、国内における新型インフルエンザ等の発生等を早期に探知すること
を目的に、海外における感染症の発生動向等に関する情報を集約・分析する。

② 都は、感染症サーベイランスシステム、感染症健康危機管理情報ネットワー
クシステム（ ） 等を活用し、迅速かつ的確な情報収集・分析を行い、
都、保健所、東京都健康安全研究センター、医療機関における緊密な情報連携

感染症法第 条第１項の規定に基づき都道府県知事から指定を受けた病院又は診療所であり、五類感染症の
うち厚生労働省令で定めるもの又は二類感染症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似症のうち
厚生労働省令で定めるものの発生の状況の届出を担当する機関
感染症指定医療機関、都区保健所等の感染症対策に携わる諸機関等において、感染症に係る情報収集・分析
機能の強化及び一類感染症等の発生時における迅速・的確な対応を確保するため、各機関間を結ぶ情報ネット
ワークシステム
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② 都は、都内における感染が拡大した際に、まん延防止等重点措置や緊急事
態措置を要請する場合に備え、都民生活及び都民経済に関する分析を強化し、
感染症危機が都民生活及び都民経済等に及ぼす影響を把握する。【総務局、
関係局】

③ 都は、保健所設置区市と連携の上、国が示す方針や専門家の意見も踏まえ
ながら、都内の実情に応じて積極的疫学調査等の対象範囲や調査項目を見直
す。【保健医療局】

④ 都は、国から提供されたまん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施等に
関する分析結果について、都民等に分かりやすく情報を提供・共有する。
【総務局、保健医療局】

リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施
都は、リスク評価に基づき、感染症対策を迅速に判断し、実施する。また、流

行状況やリスク評価に基づき、柔軟かつ機動的に感染症対策を見直し、切り替え
る。【保健医療局】

情報収集・分析から得られた情報や対策の共有
都は、国内外からの情報収集・分析から得られた情報や対策について、都民等

に迅速に提供・共有する。【保健医療局、総務局】
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ランス 等による新型インフルエンザの早期探知の運用の習熟を行う。【保健
医療局】

⑤ 都は、東京感染症アラート（鳥インフルエンザ、重症急性呼吸器症候群、中
東呼吸器症候群の感染の発生地域からの帰国者などで当該症例が疑われる患者
が医療機関で確認された場合に、保健所に報告し、疫学調査及び病原体検査を
速やかに実施する仕組み）を活用して患者発生の早期把握を図る。
あわせて、都は、新型インフルエンザ等の発生に備え、感染症を疑わせる症

状があり、症状が重篤と医師が判断し、直ちに特定の感染症と診断することが
困難と判断した患者に関する定点医療機関からの報告を収集・分析する疑似症
サーベイランスや、東京消防庁からの救急搬送時の情報に関する報告を収集・
分析する感染症救急搬送サーベイランスを引き続き実施する。【保健医療局】

人材育成及び研修の実施
都は、新型インフルエンザをはじめとする多様な感染症に総合的に対応でき、

感染症危機管理を担う人材を育成するため、感染症危機管理において中心的な役
割を果たし公衆衛生を担当する保健所等の職員を対象として、東京都健康安全研
究センターにおいて感染症対策従事者の専門的内容の研修を実施するとともに、

感染症法第 条第７項及び第８項に基づく疑似症サーベイランスであり、厚生労働大臣から通知を受けた都
道府県等が、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は五類感染症の疑似症のうち厚生労働省令で定めるもの
であって、当該感染症にかかった場合の病状の程度が重篤であるものが発生したとき等に、都内に所在する病
院又は診療所の医師に対し、当該感染症の患者を診断し、又は当該感染症により死亡した者の死体を検案した
ときに届出を求める制度
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体制の構築を実現する。また、有事の際の円滑な情報収集を実現するため、保
健所と協力し、医療機関による電磁的方法による発生届の提出を促進する。
【保健医療局】

③ 東京都健康安全研究センターは、積極的疫学調査の企画立案・実施・評価等
を支援するため、保健所からの要望に応じて東京都実地疫学調査チーム（ＴＥ
ＩＴ： （以下「ＴＥＩＴ」という。）を
派遣するなど、疫学調査の実施体制の強化に努める。【保健医療局】

④ 都は、東京ｉＣＤＣや戦略ボードと協力しながら国内外の感染症に関する情
報を迅速に収集、分析し、都民や医療機関等の関係機関に発信するとともに、
保健所等への専門的・技術的な支援や人材育成を図るなど、集積した知見を生
かし、都の感染症対策の向上を図る。【保健医療局】

平時に行う感染症サーベイランス
① 都及び保健所設置区市は、平時から、季節性インフルエンザに関する患者発

生サーベイランス、病原体サーベイランス、集団発生時報告、入院サーベイラ
ンス、クラスターサーベイランス等各種サーベイランスを実施し、情報の解
析・集積を行う。また、都及び東京都健康安全研究センターは、下水サーベイ
ランス等の患者からの直接的な検体採取を伴わないサーベイランスを平時から
実施し、その分析結果等について定期的に国へ報告する。【保健医療局】

② 東京都健康安全研究センターは、指定届出機関からインフルエンザ患者の検
体を入手し、インフルエンザウイルスの型・亜型、感染症の特徴や病原体の性
状（病原性、感染性、薬剤感受性等）を平時から把握するとともに、感染症サ
ーベイランスシステム及び感染症健康危機管理情報ネットワークシステム（

）を活用し、発生状況や検査結果について共有する。【保健医療局】
③ 都は、ワンヘルス・アプローチ の考え方に基づき、東京都健康安全研究セ

ンター、保健所、家畜保健衛生所、（公財）東京都農林総合研究センター等と
連携し、家きん、豚及び野生動物のインフルエンザウイルス等の保有状況を把
握し、新型インフルエンザ等の発生を監視する。また、医療機関から鳥インフ
ルエンザ等の動物由来インフルエンザに感染したおそれのある者について保健
所に情報提供があった場合には、関係者間で情報共有を速やかに行う体制を整
備する。【保健医療局、産業労働局、環境局】

④ 都及び保健所設置区市は、国と連携し、新型インフルエンザ等の発生を想定
した訓練等を通じ、感染症サーベイランスシステムを利用した疑似症サーベイ

人間及び動物の健康並びに環境に関する分野横断的な課題に対し、関係者が連携してその解決に向けて取り
組むこと。
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ランス 等による新型インフルエンザの早期探知の運用の習熟を行う。【保健
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究センターにおいて感染症対策従事者の専門的内容の研修を実施するとともに、

感染症法第 条第７項及び第８項に基づく疑似症サーベイランスであり、厚生労働大臣から通知を受けた都
道府県等が、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は五類感染症の疑似症のうち厚生労働省令で定めるもの
であって、当該感染症にかかった場合の病状の程度が重篤であるものが発生したとき等に、都内に所在する病
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ンス、クラスターサーベイランス等各種サーベイランスを実施し、情報の解
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② 東京都健康安全研究センターは、指定届出機関からインフルエンザ患者の検
体を入手し、インフルエンザウイルスの型・亜型、感染症の特徴や病原体の性
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第２節 初動期
＜目的＞
初動期において、都は、都内における感染症有事（疑い事案を含む。）の発生

の際に、保健所等関係機関と連携して、速やかに検査を実施することで、感染症
の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、臨床像等に関する情
報の収集を迅速に行い、リスク評価や感染症危機管理上の意思決定につなげる。

実施体制
新型インフルエンザウイルス等の特徴の分析や患者の臨床像を把握するため、

患者の全数把握が必要になる。また、帰国者や接触者以外の患者を早期探知する
ことが重要である。このため、平時において通年実施しているサーベイランスに
加え、臨時的にサーベイランスを追加し、強化する。【保健医療局】

リスク評価
有事の感染症サーベイランス の開始

都及び保健所設置区市は、国と連携し、準備期から実施している感染症サーベ
イランスを継続するとともに、新たな感染症の発生を探知した場合には、速やか
に疑似症の症例定義の確認を行い、当該感染症に対する疑似症サーベイランスを
開始する。
また、感染症の特徴（感染経路等）や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感

受性等）、臨床像や治療効果、抗体保有状況等の必要な知見を得るため、入院者
数や重症者数の収集（入院サーベイランス）及び病原体ゲノムサーベイランスを
行う等、有事の感染症サーベイランスを開始する。
都は、新型インフルエンザ等に感染したおそれのある者から採取した検体を東

京都健康安全研究センターにおいて、亜型等の同定を行い、ＪＩＨＳに疑似症と
して報告する。【保健医療局、産業労働局、環境局】

リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施
都は、国と連携し、感染症サーベイランスで収集した情報等を踏まえた初期段

階でのリスク評価に基づき、感染症対策を迅速に判断し、実施する。【保健医療
局】

有事の感染症サーベイランスにおいても、新たな感染症に対し、症例定義に基づき患者の発生動向（患者発
生サーベイランス）、入院者数、重症者数の収集（入院サーベイランス）、ウイルスゲノム情報の収集（病原
体ゲノムサーベイランス）、下水サーベイランス等の複数のサーベイランスを実施する。
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国その他の専門機関が実施する研修等に派遣して専門性の向上を図る。また、保
健所等の職員を対象にした研修や、アジア各都市との感染症対策従事者のネット
ワークづくりを通じて人材を育成する。
さらに、育成した人材を積極的に研修会の講師として活用するなど、その成果

を感染症対策に携わる各機関で共有していく。【保健医療局】

ＤＸの推進
① 保健所は、新型コロナ対応での取組実績を参考に、新型インフルエンザ等

の発生等を見据えながら、デジタル技術の活用など、更なる業務の効率化に
取り組む。また、各保健所におけるデジタル化の好事例を相互に共有するな
ど、都全体としての保健所業務のＤＸを推進していく。【保健医療局】

② 都及び保健所設置区市は、東京都医師会等の協力を得ながら、医療機関に
保健所への感染症の届出の重要性を周知し、感染症の診断を行った医師が速
やかに届け出るよう周知徹底を図る。
さらに、新型インフルエンザ等の発生に備え、感染症法の改正により電磁

的方法による発生届の提出について、感染症指定医療機関の医師については
義務化され、その他の医師については努力義務化されたことを踏まえ、保健
所及び関係機関と協力し、医療機関への働き掛けを行っていく。【保健医療
局】

③ 都は、発生動向調査や積極的疫学調査における検査・分析結果等を速やか
に取得し共有することで、感染拡大防止に向けて迅速な初動対応につなげる
とともに、各機関で個別に把握している感染症固有の情報や海外の最新の知
見などを共有することで、効果的かつ適切な感染症対策につなげるため、感
染症健康危機管理情報ネットワークシステム（ ）等の改修を行う。
【保健医療局】
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第２節 初動期
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第３節 対応期
＜目的＞
強化された有事の感染症サーベイランスの実施体制により、引き続き新型イン

フルエンザ等の発生状況や発生動向の推移、感染症の特徴や病原体の性状（病原
性、感染性、薬剤感受性等）、臨床像や治療効果、抗体保有状況等に関する情報
を収集し、リスク評価や感染症危機管理上の意思決定につなげる。
また、新型インフルエンザ等の発生状況に応じ、適切な感染症サーベイランス

の実施体制の検討や見直しを行う。

実施体制
国内の患者数が増加し、これまでのサーベイランス等で患者の臨床像等の情報

が蓄積された時点では、患者の全数把握の必要性は低下し、医療現場の負担も過
大となることから、重症者及び死亡者に限定した情報収集が重要となる。
新型コロナウイルス感染症対応時において、ウイルスの変異は、感染力、重症

化の程度、ワクチン接種の効果などに様々な影響を及ぼしたことから、変異株サ
ーベイランスを実施した。
初動期に実施していたサーベイランスについて、国の方針や専門家の意見も踏

まえ、実施方法の必要な見直しを行い、適切な感染症サーベイランスの実施体制
の検討や見直しを行う。【保健医療局】

リスク評価
有事の感染症サーベイランスの実施

都及び保健所設置区市は、国と連携し、都内の新型インフルエンザ等の発生状
況や発生動向の推移、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受
性等）、臨床像等について、流行状況に応じたサーベイランスを実施する。
なお、国内の患者数が増加し、新型インフルエンザ等の特徴や患者の臨床像等

の情報や科学的知見が蓄積された時点では、患者の全数把握は、その意義が低下
するとともに、都道府県等や医療現場の負担も過大となる。
このため、国は、医療機関からの患者報告による定点把握でも感染動向の把握

が可能となった際には、患者数の増加に伴う医療機関や保健所等の業務負担も考
慮し、患者の全数把握の必要性を再評価し、定点把握を含めた適切な感染症サー
ベイランスの実施体制を検討し、適切な時期に移行を実施する。
都及び保健所設置区市は、国が実施する感染症サーベイランスのほか、必要に

応じ、独自に判断して感染症サーベイランスを実施する。【保健医療局、産業労
働局、環境局】

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第３章 サーベイランス
第２節 初動期

感染症サーベイランスから得られた情報の共有
都は、都内の感染症の発生状況等を迅速に把握し、感染症の特徴や病原体の性

状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、ゲノム情報、臨床像等の情報を含め、感
染症の発生状況等や感染症対策に関する情報を、国と連携し、都民等へ迅速に提
供・共有する。【保健医療局】
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第３節 対応期
＜目的＞
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の情報や科学的知見が蓄積された時点では、患者の全数把握は、その意義が低下
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このため、国は、医療機関からの患者報告による定点把握でも感染動向の把握

が可能となった際には、患者数の増加に伴う医療機関や保健所等の業務負担も考
慮し、患者の全数把握の必要性を再評価し、定点把握を含めた適切な感染症サー
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第 節 準備期

第４章 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

第１節 準備期
＜目的＞
感染症危機において、対策を効果的に行うためには、都民、区市町村、医療機

関、事業者等とのリスク情報とその見方の共有等を通じて、都民等が適切に判
断・行動できるようにすることが重要である。このため、都は、平時から、都民
等の感染症に対する意識を把握し、感染症危機に対する理解を深めるとともに、
リスクコミュニケーションの在り方を整理し、体制整備や取組を進める必要があ
る。

具体的には、都民等が、可能な限り科学的根拠等に基づいて、適切に判断・行
動できるよう、平時から普及啓発を含め、感染症対策等について適時に必要な情
報提供・共有を行い、感染症に関するリテラシー を高めるとともに、都による
情報提供・共有に対する認知度・信頼度の一層の向上を図る。
また、新型インフルエンザ等が発生した際の円滑な情報提供・共有や、可能な

限り双方向のコミュニケーションに基づいたリスクコミュニケーションができる
よう、発生状況に応じた都民等への情報提供・共有の項目や手段、情報の受取手
の反応や必要としている情報を把握し、更なる情報提供・共有にいかす方法等に
ついて整理し、あらかじめ定める。

新型インフルエンザ等の発生前における都民等への情報提供・共有
感染症に関する情報提供・共有

① 都は、平時から、感染症に関する基本的な情報、基本的な感染対策（換気、
マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人混みを避ける等）、感染症の発生状
況等の情報、新型インフルエンザ等に関する情報や発生時にとるべき行動等に
ついて、都民等の理解を深めるため、各種媒体を利用し、可能な限り多言語
（やさしい日本語（にほんご）を含む。）や障害者に配慮した方法で、継続的
かつ適時に、分かりやすい情報提供・共有を行う 。これらの取組等を通じ、都
による情報提供・共有が有用な情報源として、都民等による認知度・信頼度が
一層向上するよう努める。その際、個人レベルでの感染対策が社会における感
染拡大防止にも大きく寄与することについて啓発する。保育施設や学校、職場
等は集団感染が発生する等、地域における感染拡大の起点となりやすいことや、

健康に関する医学的・科学的な知識・情報を入手・理解・活用する能力（ヘルスリテラシー）の一環
特措法第 条第１項

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第３章 サーベイランス
第３節 対応期

リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施
都は、国と連携し、感染症サーベイランスで収集した情報等を踏まえたリスク

評価に基づく感染症対策を迅速に判断及び実施する。また、流行状況やリスク評
価に基づき、国の方針や専門家の意見も踏まえ、柔軟かつ機動的に感染症対策を
切り替える。【保健医療局】

感染症サーベイランスから得られた情報の共有
都は、国と連携し、感染症サーベイランスにより都内の新型インフルエンザ等

の発生状況等を迅速に把握し、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、
薬剤感受性等）、ゲノム情報、臨床像等の情報を含め、都民等へ新型インフルエ
ンザ等の発生状況等について迅速に提供・共有する。
特に新型インフルエンザ等対策の強化又は緩和を行う場合等の対応においては、

リスク評価に基づく情報を共有し、各種対策への理解・協力を得るため、可能な
限り科学的根拠に基づいて都民等に分かりやすく情報を提供・共有する。【保健
医療局】
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